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１ 本年中に予定される防衛計画の大綱の見
直しに向けた「防衛力の在り方検討のための
委員会」におけるこれまでの省内の検討状況
を踏まえ、平成２６年度概算要求を実施。

２ 「防衛力の在り方検討に関する中間報告」
に、現下の安全保障環境において南西地域
をはじめとする我が国の防衛態勢を強化する
ための重要課題として例示された、警戒監視
能力の強化、島嶼部に対する攻撃への対応、
弾道ミサイル攻撃及びゲリラ・特殊部隊への
対応、サイバー攻撃への対応、大規模災害
等への対応、統合の強化、情報機能の強化、
宇宙空間の利用の推進等を重視し、防衛力
を整備。

３ 厳しい財政事情を踏まえ、装備品の効率的
な取得のための取組を推進。

平成２６年度概算要求の考え方
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１．安全保障環境：グローバルな安全保障環境、我が国をめぐる安全保障環境 ⇒次頁

２．我が国自身の努力：政府としての総合的な取組の強化

３．日米同盟の強化の方向性

● 我が国の担うべき役割・任務やガイドラインの見直しの議論を通じ日米防衛協力を更に強化

● 在日米軍の再編を着実に進め、米軍の抑止力を維持しつつ、沖縄などの地元の負担を軽減

４．アジア太平洋地域における協力の推進とグローバルな安全保障環境の安定化への取組

● 米･豪･韓国との連携強化、中･露との対話･交流の推進、能力構築支援の拡充

● NATO等の国際社会と連携した安全保障環境の安定化、国際平和協力活動の積極的な推進

５．防衛力の在り方

● 各種事態に防衛力が有効に対応できるか、統合運用を踏まえた能力評価を実施。かかる検証を

踏まえた、現時点で得られている今後重視すべき自衛隊の体制整備の方向性は以下のとおり

６．防衛力の能力発揮のための基盤

● 演習・訓練：平素から各種演習等を通じ、事態対処のための各種計画を不断に検証、北海道をは

じめとする充実した訓練を行える環境を最大限活用

● 運用基盤：駐屯地･基地等の抗たん性の強化、施設･宿舎の整備、弾薬の確保、可動率の向上

● 人事教育：各種人事施策の検討を深化（予備自衛官の拡充の検討含む）

● 衛生：衛生の近代化・高機能化の推進、事態発生時における救護能力の向上

● 防衛生産・技術基盤：防衛生産・技術基盤の維持強化、武器輸出三原則等の運用の現状を検証し必要

な措置を講ずること、ロボット等の無人装備･サイバー・宇宙等を含め将来を見据えた研究開発

● 地域コミュニティーとの連携強化等：地方組織の在り方、防衛省の情報発信の強化

７．防衛省改革との連携

● 本年２月に別途「防衛省改革検討委員会」を設置し議論・検討中

● 不祥事の再発防止の観点及び自衛隊をより積極的・効率的に機能させる観点から、隊員の意識

改革を進め、文官と自衛官がより一体的に機能するものとしつつ、統合運用の強化、全体最適

化された防衛力整備等のための業務や組織の在り方について検討を行っているところ

８．留意事項

● 中長期的見通しに立った防衛力整備の観点から別表は引き続き維持する必要

防衛力の在り方検討に関する中間報告について

○ 中国の我が国周辺海空域における活動の急速な拡大や北朝鮮のミサイル発射など、我が国周辺の安全保
障環境は一層厳しさを増している。また、米国はアジア太平洋地域へのプレゼンスを強調し、我が国を含む同
盟国等との連携・協力を指向。更には東日本大震災における自衛隊の活動においても、対応が求められる教
訓が得られている。このことから、政府は本年中に防衛大綱を見直すこととしており、防衛省は、「防衛力の在
り方検討のための委員会」を本年１月に設け、検討を実施。

○ 委員会は、特に統合運用の観点を重視して議論の上、これまでに得られた検討の方向性及び論点について
７月２６日に防衛会議に報告（中間報告）。当該中間報告の概要は以下のとおり。

検討の経緯

報告書の概要

■ 警戒監視能力の強化
■ 弾道ミサイル攻撃・ゲリコマ対応
■ 大規模災害等への対応
■ 情報機能の強化
■ 海外での活動能力の強化

⇒次頁

■ 島嶼部に対する攻撃への対応
■ サイバー攻撃への対応
■ 統合の強化
■ 宇宙空間の利用の推進
■ 海洋安全保障への積極的な取組
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現大綱策定以降、グレーゾーンの事態の長期化やこれがより重大な事態に転じる可能性、中国によ

る、透明性が十分確保されていない形での軍事力の広範かつ急速な近代化や海洋における活動の

急速な拡大・活発化、北朝鮮の核・ミサイル開発の更なる進行、サイバー空間等の安定的利用が阻

害される可能性の増大等、様々な安全保障課題や不安定要因が顕在化・先鋭化してきており、我が

国を取り巻く安全保障環境は一層深刻化。 また、国内にあっては、大規模災害等への備えの重要性

が改めて認識。

報告のポイントについて

一層深刻化している安全保障環境を踏まえ、より実効的な防衛力の整備を構築していくため、統合運用を踏

まえた能力評価を行い、自衛隊全体の機能・能力に着目し防衛力整備において重視されるべき機能・能力を導

出。これに基づき、今後の防衛力整備の優先事項を明確化し、統合的かつ総合的な視点から真に実効性ある

防衛力を整備していく。重視すべき主な項目は以下のとおり。

今後重視すべき自衛隊の体制整備、方向性

● 各種事態の兆候を早期に察知する能力の向上のため各種装備等の充実が不可欠。この中で
広域における常時継続的な警戒監視態勢の強化に資する高高度滞空型無人機の導入等を検討。

● 島嶼部への攻撃に対して実効的に対応するためには、航空優勢及び海上優勢を確実に維持
することが不可欠。また、事態の推移に応じ、部隊を迅速に展開するため、機動展開能力や水陸
両用機能を確保することが重要。
● 機動展開能力等の着実な整備のため、部隊・装備の配備、統合輸送の充実・強化や民間輸送
力の活用、補給拠点の整備、水陸両用部隊の充実・強化等について検討。

● 北朝鮮による弾道ミサイルの能力向上を踏まえ、我が国の弾道ミサイル対処態勢の総合的な向上によ
る抑止・対処能力の強化について改めて検討し、総合的な対応能力を充実させる必要。また、同時並行
的にゲリラ・特殊部隊による攻撃が行われた場合に備えた運用基盤や原発等の重要施設防護能力の整
備についても検討。

● サイバー空間における攻撃からの防衛は、単一の組織で成し得ることが困難であることから、
政府内での省庁間の役割分担のほか、米国等や民間企業との連携・協力の強化策を検討。また、
専門家の育成や必要な機材の整備を着実に進める施策を検討。

● 部隊が大規模・迅速に展開できるよう必要な輸送力を確保するとともに、演習・訓練の充実を
図り、今後発生が懸念される南海トラフ巨大地震や首都直下型地震等への対応に万全を期す。

● 統合運用の重要性を踏まえ、統合幕僚監部等の機能・役割について改めて検証。また、陸自
における中央指揮組織の設置及び当該組織と各方面隊の関係の在り方について検討を深化。

● 防衛駐在官を含む人的情報収集機能の強化、地理空間情報を含む収集機能の拡充、分析要
員の確保・育成等の抜本的強化について検討。

サイバー攻撃への対応

大規模災害等への対応

統合の強化

情報機能の強化

警戒監視能力の強化

島嶼部に対する攻撃への対応

弾道ミサイル攻撃及びゲリラ・特殊部隊への対応

安全保障環境

● 宇宙状況監視に係る米国等との連携や各種衛星の効果的活用等、C4ISR（※）能力強化のための宇宙
空間利用に向けた検討を深化。 ※C4ISR：指揮・統制・通信・コンピューター・情報・警戒監視・偵察

宇宙空間の利用の推進

※ 現段階で得られているものについて以下例示
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（１） 警戒監視能力の強化

南西地域をはじめとする我が国の防衛態勢を強化するため、警戒監視能力の強化、島嶼部に対す
る攻撃への対応、弾道ミサイル攻撃及びゲリラ・特殊部隊への対応、サイバー攻撃への対応、大規
模災害等への対応、統合の強化、情報機能の強化、宇宙空間の利用の推進等に必要な防衛力整備を
実施する。

4

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

注１：本文中の計数は、特に記載のある場合を除き、装備品等の製造等に要する初度費を除く経費を表示している。
２：本文中の計数は、特に記載のある場合を除き契約ベースである。
３：本文中の青字は、新規事業を表示している。

各種事態の兆候を早期に察知する能力の向上のため各種装備等の充実が不可欠。この中で、広
域における常時継続的な警戒監視態勢の強化に資する高高度滞空型無人機の導入等を検討。

①周辺空域の警戒監視態勢の強化

○ 警戒航空隊の改編

・ 南西地域における常時継続的な警戒監視を安定的に実施する体制を整備するため、警戒航空隊

を改編し、那覇基地に早期警戒機（Ｅ－２Ｃ）による「第２飛行警戒監視隊（仮称）」を新編

○ 早期警戒機の導入に向けた検討 （４百万円）

・ 南西地域をはじめとする周辺空域の警戒監視能力の強化のため、新たな早期警戒機の

導入に向けた性能・運用方法等に関する検討を実施

※ 平成２７年度予算に、新たな早期警戒機の導入に係る経費を計上することを目指して

検討作業を本格化

○ 早期警戒管制機（Ｅ－７６７）の能力向上 （１３６億円）

・ 現有のＥー７６７の警戒管制能力を向上するため、中央計算装置の

換装及び電子戦支援装置の搭載等を実施

・ 平成２６年度は、４機の能力向上に必要な部品の一部を引き続き取得

早期警戒管制機 (Ｅ－７６７)
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Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

２６年度護衛艦（５，０００ﾄﾝ型）（イメージ）

②周辺海域の情報収集・警戒監視能力の強化

○ 護衛艦（ＤＤ）の建造 （１隻：７３３億円）

・ 「はつゆき」型護衛艦の減勢に対応するため、対潜探知能力

や燃費を向上した汎用護衛艦（「２５ＤＤ型」２番艦（５，０

００ﾄﾝ型））を建造

○ 潜水艦（ＳＳ）の建造 （１隻：５１３億円）

・ 潜水艦を１６隻体制から増勢するため、「そうりゅう」型１０

番艦（２，９００ﾄﾝ型）を建造

「そうりゅう」型潜水艦（２，９００ﾄﾝ型）

固定翼哨戒機（Ｐ－１）

○ 固定翼哨戒機（Ｐ-１）の取得 （４機：７７３億円）

・ 現有の固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）の後継として、探知識別能力、

飛行性能、情報処理能力、攻撃能力等の向上したＰー１を取得

○ 災害派遣等多目的に対応する救難艦の建造 （１隻：５０８億円）

・ 事故発生時に潜水艦の乗員を救出し、大規模災害時には医療支

援・被災者支援等を行うため、潜水艦救難母艦「ちよだ」の後継

として、新型潜水艦救難艦（ＡＳＲ）（５，６００ﾄﾝ型）を建造

・ 大規模災害等に対応するため、手術用寝台２床と病床約１０床

を設置するなど、医療機能を強化し、医療支援、被災者生活支援、

入浴支援等の拠点として使用

・ 水難事故等に際し、飽和潜水の高い技量を有する潜水士による

行方不明者捜索や、無人探査機（ＲＯＶ）による沈没船舶の状況

確認を実施

○ 「第２飛行警戒監視隊（仮称）」の新編に伴う整備器材の取得 （１３億円）

・ 部隊の新編に伴い、那覇基地で必要な整備を実施するための整備器材を取得

ROV
DSRV

２６年度潜水艦救難艦（５，６００ﾄﾝ型）
（イメージ）

※１ DSRV（Deep Submergence Rescue Vehicle）：海中に潜航し、遭難潜水艦から乗員を救出するための深海救難艇
※２ ROV（Remotely Operated Vehicle）：遭難潜水艦の状況確認やDSRVによる救出活動等の支援を行うための遠隔操

作式の無人探査機

※1

※2
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○ 固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）の能力向上 （１２億円）

・ 固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）の探知識別能力を向上させるため、

レーダーや赤外線探知装置の性能向上に必要な器材を整備

○ 固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）の機齢延伸 （３機：１５億円）

・ 固定翼哨戒機の体制を維持するため、Ｐ－３Ｃに機齢延伸措置を実施

固定翼哨戒機（Ｐ－３C）の能力向上
（イメージ）

○ 潜水艦の艦齢延伸

（艦齢延伸工事１隻及び部品調達２隻分：６億円）

・ 潜水艦を１６隻体制から増勢するため、おやしお型潜水艦

に艦齢延伸措置を実施

「おやしお」型潜水艦

艦載型無人航空機
（イメージ）

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

○ 護衛艦の艦齢延伸

（艦齢延伸工事６隻及び部品調達１１隻分：１００億円）

・ 護衛艦の体制を維持するため、はつゆき型（５隻）、あさぎり型（５隻）、あぶくま型（６

隻）、はたかぜ型（１隻）護衛艦に艦齢延伸措置を実施

○ 艦載型無人航空機の海上自衛隊艦艇との適合性等に関する調査研究 （２百万円）

・ 艦上での運用が可能な既存の無人航空機について、技術動向、

各機種の飛行性能、操作性、武器やセンサーなど搭載装備品、

海上自衛隊艦艇への艦載適合性の確認など、導入に向けた調査を実施
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③国境の警戒監視体制の整備

○ 与那国島への沿岸監視部隊の配置等 （１５５億円）

・ 沿岸監視部隊の配置に向け、付近を航行・飛行する艦船や航空機を沿岸から監視して各

種兆候を早期に察知するための沿岸監視装置を取得

・ 併せて、平成２５年度に実施する敷地造成や施設設計を踏まえ、庁舎等の工事を開始

与那国島への沿岸監視部隊の配置等

○ 高高度滞空型無人機の導入に向けた検討 （２億円）

・ 搭乗員に対する危険や負担を局限しつつ、広域における常時継続的な警戒監視態勢の強化

に資する高高度滞空型無人機の性能情報等の検討を実施

※ 平成２７年度予算に、高高度滞空型無人機の取得に係る経費を計上することを目指して検討

作業を本格化

④高高度滞空型無人機の導入に向けた検討

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化



①水陸両用機能の整備
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○ 水陸両用準備隊（仮称）の編成

・ 水陸両用作戦を専門とする部隊を可及的速やかに新編するため、陸上自衛隊に水陸両用準備

隊（仮称）を編成し、水陸両用車等の各種検証等を通じて戦力化に資するノウハウを収集整理

し、早期戦力化を推進

○ 水陸両用機能強化に向けた教育訓練基盤の整備 （１５億円）

・ 水陸両用部隊新編に向け、早期戦力化を図る必要のある水陸両用機

能の強化に係る教育訓練基盤を整備

∇ ヘリコプターからの緊急脱出訓練用装置の新設

∇ 水路潜入訓練装置の新設

水陸両用準備隊（仮称）の運用(イメージ)

（２） 島嶼部に対する攻撃への対応

島嶼部への攻撃に対して実効的に対応するためには、航空優勢及び海上優勢を確実に維持す
ることが不可欠。また、事態の推移に応じ、部隊を迅速に展開するため、機動展開能力や水陸
両用機能を確保することが重要。
機動展開能力等の着実な整備のため、部隊・装備の配備、統合輸送の充実・強化や民間輸送

力の活用、補給拠点の整備、水陸両用部隊の充実・強化等について検討。

緊急脱出訓練用装置
（イメージ）

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化
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○ 米国における水陸両用機能強化のための実動訓練の実施

・ 米国における米海兵隊との実動訓練（アイアン・フィスト）

米国カリフォルニア州キャンプペンデルトン周辺地域に陸上自衛隊

部隊を派遣し、島嶼部での作戦に必要な戦術・戦闘及び米海兵隊と

の相互連携要領を実行動により演練し、その能力の維持・向上を図る

・ リムパックへの陸上自衛隊の参加

ハワイ周辺海域で、各国が参加して実施される米海軍主催の環太平

洋合同演習（リムパック）に、従来から参加してきた海上自衛隊部隊

に加え、陸上自衛隊部隊も派遣し、米海兵隊等と人道支援・災害救援

を含む各種訓練を行う。

米国における米海兵隊との
実動訓練

○ 水陸両用車の参考品購入 （２両：１３億円）

・ 島嶼における不法行動及び侵攻事態に備え、島嶼を奪回する機能
として水陸両用機能の整備に着手

・ 平成２５年度予算においては、海上機動力や防護力等の性能や諸
外国における運用実績、早期取得可能性等を踏まえ、参考品として、
ＡＡＶ７ＲＡＭ/ＲＳ（人員輸送型）を取得

・ 平成２６年度は、上記ＡＡＶ７ＲＡＭ/ＲＳの性能確認及び運用検
証等を行うとともに、ＡＡＶ７ＲＡＭ/ＲＳの派生型である指揮通信
型１両と回収型１両を追加取得

水陸両用車（回収型）
（イメージ）

水陸両用車（指揮通信型）
（イメージ）

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

○ 艦艇の水陸両用戦能力の向上 （４億円）

・ 水陸両用戦に係る輸送能力を強化するため、海上自衛隊の

「おおすみ」型輸送艦を改修

・ ２６年度は、今後の大規模改修に向けた試設計等のほか、水陸

両用車の収納に必要となるすべり止め塗料のＬＣＡＣ甲板への塗

布を実施

・ また、水陸両用戦における司令部機能を強化するため、「いずも」

型護衛艦の多目的区画への電子会議装置の整備等を実施

「おおすみ」型輸送艦

「いずも」型護衛艦
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②迅速な展開のための輸送力及び機動力の向上

○ 方面隊実動演習（陸自）

・ 離島侵攻対処をはじめとする各種事態に迅速かつ効果的に対処

できるよう、方面隊規模による機動展開訓練等を実施し、方面隊の

任務遂行能力の向上を図る

○ 協同転地演習（陸自）

・ 良好な訓練基盤を有する北海道や、九州・沖縄への機動展開訓練

を実施し、海上・航空自衛隊との連携要領を演練する

○ 民間輸送力の活用に係る施策の推進

・ 機動展開能力の強化に資するため、民間輸送能力（チャーター船）を積極的に活用した

演習を実施（陸自） （１１億円）

・ 機動展開における民間輸送力の活用施策に係る検討（統幕） （０．５億円）

○ 空中機動能力や航空輸送力の強化を図るため、輸送ヘリコプター
（ＣＨー４７ＪＡ）を取得 （２機：１１４億円）

○ 輸送ヘリコプター（ＣＨー４７Ｊ）の勢力維持改修 （１機：３５億円）

・ 輸送ヘリコプター（ＣＨー４７Ｊ）の総飛行時間を新造機と同程度に延伸するとともに航続

距離の延伸を図る

○ 多用途ヘリコプター（ＵＨー６０ＪＡ）の取得 （１機：３８億円）

○ ティルトローター機の導入に向けた検討 （１億円）
・ ティルトローター機の性能情報や導入した場合の運用要領などに

係る検討を実施
※ 平成２７年度予算に、ティルトローター機の取得に係る経費を計

上することを目指して検討作業を本格化

○ 現有の輸送機（Ｃ－１）の後継として、航続距離や搭載重量等を向上し、大規模な展開に

資する輸送機（Ｃ－２）の取得 （３機：６０３億円）

民間船舶による輸送

輸送ヘリコプター（ＣＨー４７ＪＡ） 多用途ヘリコプター（ＵＨー６０ＪＡ） 輸送機（Ｃ－２）

ティルトローター機
（写真はＶー２２ オスプレイ）

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化
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③航空優勢の確保

○ 次期戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の取得 （４機：６９３億円※ ）

※１ 国内企業参画の範囲を拡大することに伴う初度費として、

別途５６０億円を計上

※２ その他関連経費（教育用器材等）として、別途３７４億円を計上

○ 次期戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の配備（三沢）に向けた教育訓練施設等の

整備 （２７億円）

○ 戦闘機の能力向上改修 （３８６億円）

周辺諸国の航空戦力の近代化に対応するとともに、防空等の任務に適

切に対応するため、現有戦闘機の能力向上改修を実施

・ 戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修 （１２機：１５０億円）

・ 戦闘機（Ｆ－１５）自己防御能力の向上 （１機：２５億円）

・ 戦闘機（Ｆ－１５）ＮＶＧ※１搭載改修 （１機：０.８億円 ）

・ 戦闘機（Ｆ－２）空対空戦闘能力の向上 （１３２億円※2）

・ 戦闘機（Ｆ－２）へのＪＤＡＭ※3機能の付加 （４機：１１億円）

・ 戦闘機（Ｆ－２）へのターゲティング・ポッド搭載試改修

（１機（試改修経費）:６７億円※4 ）

※１ NVG（Night Vision Goggle）: 夜間暗視装置

※２ 機体改修（１２機：３８億円）のほか、改修用レーダーの取得（３０式：９４億円）

を含む

※３ JDAM (Joint Direct Attack Munition): 精密誘導装置付爆弾

※４ 量産化改修については１機あたり数億円を想定

戦闘機（Ｆ－１５）

戦闘機（Ｆ－２）

次期戦闘機（Ｆ－３５Ａ）
（写真は同型機種）

ターゲティング・ポッドの運用例（イメージ）

○ 那覇基地における戦闘機部隊の２個飛行隊化に向けた施設整備及び整備器材等の取得 (５３億円)

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化
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④海上優勢の確保及び海上交通の安全確保

○ 護衛艦（ＤＤ）の建造（再掲）

○ 潜水艦（ＳＳ）の建造（再掲）

○ 災害派遣等多目的に対応する救難艦の建造（再掲）

○ 哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ）の取得 （４機：２５６億円）

・ 現有の哨戒ヘリコプター（ＳＨー６０Ｊ）の後継として、対潜探知能力や攻撃能力が向

上した哨戒ヘリコプター（ＳＨー６０Ｋ）を取得

哨戒ヘリコプター（ＳＨー６０Ｋ）

26年度掃海艦（690ﾄﾝ型）
（イメージ）

哨戒ヘリコプター（ＳＨー６０Ｊ）

○ 固定翼哨戒機（Ｐ－１）の取得（再掲）

○ 固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）の機齢延伸（再掲）

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

○ 掃海艦（ＭＳＯ）の建造 （１隻：１７４億円）

・ 深深度機雷への対処能力を向上するとともに船体を木造から

耐性に優れたＦＲＰ製に進化させた掃海艦（「２５ＭＳＯ型」

２番艦（６９０ﾄﾝ型））を建造

○ 哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｊ）の機齢延伸 （２機：１１億円）

・ 哨戒ヘリコプターの体制を維持するため、ＳＨー６０Ｊに機齢延伸措置を実施
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⑤南西地域の自衛隊の態勢充実

○ 初動担任部隊の新編に係る検討 （０．６億円）

・ 南西諸島における災害を含む各種事態生起時の対応に万全を期すため、平成２５年度に

実施する候補地調査の結果を踏まえ、南西諸島において初動を担任する部隊の新編に係る

基本構想※を作成

※ 基本構想とは、概略の施設配置図や工程表の作成、概算工事費の推算等を行い、事後の業務の基本とするもの

○ 南西地域の防衛態勢を早期に充実するための各種装備品を取得

・ 現有の８８式地対艦誘導弾システムの後継として、射程や精度を向上した１２式地対艦誘導弾

を取得 （１６両：３０２億円）

・ 中距離多目的誘導弾の取得 （１８セット：７１億円）

・ ＬＪＤＡＭ誘導装置の取得 （１３式：０.９億円）

航空自衛隊Ｆ－２から投弾されるＬＪＤＡＭ※を地上から誘導するためのレーザー誘導装置

を陸上自衛隊に装備し、陸上・航空自衛隊による統合火力誘導を実施

※ＬＪＤＡＭ：レーザー精密誘導装置付爆弾

・ ６０ｍｍ迫撃砲（Ｂ）の取得 （１２門：０．２億円）

１２式地対艦誘導弾

○ 警戒航空隊の改編（再掲）

ＬＪＤＡＭ誘導装置
（イメージ）

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

６０ｍｍ迫撃砲（Ｂ）中距離多目的誘導弾



（３） 弾道ミサイル攻撃及びゲリラ・特殊部隊への対応

①弾道ミサイル攻撃への対応

14

○ イージス艦の能力向上 （２隻：１０２億円）

・ 平成２４年度に着手した「あたご」型護衛艦２隻

のＢＭＤ艦化改修を引き続き実施

○ ＰＡＣ-３ミサイルの取得 （１１３億円）

・ 所要のＰＡＣ-３ミサイルを取得し、弾道ミサイル対処

能力を向上

○ ＢＭＤ用能力向上型迎撃ミサイル（ＳＭ-３ＢｌｏｃｋⅡＡ）の日米共同開発 （５１億円）

・ 弾道ミサイル対処能力を向上させるため、イージス艦に搭載するＢＭＤ用能力向上型

迎撃ミサイル（ＳＭ-３ＢｌｏｃｋⅡＡ）の日米共同開発を継続

「あたご」型護衛艦

（写真は護衛艦「あしがら」）

ＢＭＤ用能力向上型迎撃ミサイル（ＳＭ－３BlockⅡＡ）

○ ＰＡＣ-３部隊の市ヶ谷における展開基盤等整備 （１７億円）

・ 昨年の北朝鮮の人工衛星と称するミサイル発射事案等における

ＰＡＣ―３部隊の展開状況を踏まえ、市ヶ谷基地の展開基盤等を

整備

弾道ミサイル防衛関連経費５９８億円

北朝鮮による弾道ミサイルの能力向上を踏まえ、我が国の弾道ミサイル対処態勢の総合的な向
上による抑止・対処能力の強化について改めて検討し、総合的な対応能力を充実させる必要。ま
た、同時並行的にゲリラ・特殊部隊による攻撃が行われた場合に備えた運用基盤や原発等の重要
施設防護能力の整備についても検討。

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

防衛省（市ヶ谷基地）に展開したＰＡＣー３



○ ＮＢＣ偵察車の取得 （１両：７億円）

・ 核・生物・化学（ＮＢＣ）攻撃及び特殊災害等に

おける広域偵察能力を向上させるため、ＮＢＣ偵察

車を取得

②ゲリラ・特殊部隊による攻撃への対応
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○ ８４ｍｍ無反動砲（Ｂ）の取得 （５１門：４億円）

・ 普通科部隊等に装備し、特殊部隊からの攻撃といった各種事態に

柔軟に対応し、重要防護施設の防護等に使用

○ 国民保護措置に関する訓練

○ 警察との共同訓練

○ 戦闘装着セットの取得 （１２，４９３セット：５７億円）

・ 野外及び市街地において装着し、隊員の安全を確保しつつ、

隠密裡かつ軽快・機敏に行動するために使用

国民保護措置に関する訓練 警察との共同訓練

○ 個人用防護装備の取得 （１０，０４３組：１９億円）

・ 特殊武器による攻撃事態や特殊災害時などの汚染

環境下において、隊員の防護能力や即応能力の

向上を図るため個人用防護装備を取得

ＮＢＣ偵察車

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

８４ｍｍ無反動砲（Ｂ）

戦闘装着セット

○ 将来の弾道ミサイル迎撃体制についての調査研究 （０.４億円）

・ 我が国に飛来する可能性のある弾道ミサイルに対し、新規装備品も含め、最も効果的で効率

的な将来のＢＭＤ体制をシミュレーション等により探究

○ 固定式警戒管制レーダーの換装（ＦＰＳ-７）及び

ＢＭＤ対処機能の付加 （１式：４８億円）

・ 見島（山口県）の現有レーダー（ＦＰＳ-２）

をＦＰＳ-７へ換装するとともに、弾道ミサイル

対処機能を付加

固定式警戒管制レーダー（ＦＰＳ―７）（イメージ）

個人用防護装備



（４） サイバー攻撃への対応

①運用基盤の充実・強化
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○ サイバー防護分析装置の整備 （４億円）

・ サイバー攻撃に係る情報収集・解析・対処演習機能を備えた装置の整備

○ 次期サイバー防護分析装置のシステム設計等 （１９億円）
・ サイバー防護分析装置の換装に向けて、防衛省に対するサイバー攻撃への対処を統合的に
実施するためのシステム設計等を実施

サイバー関連経費２４０億円

サイバー空間における攻撃からの防衛は、単一の組織で成し得ることが困難であることから、
政府内での省庁間の役割分担のほか、米国等や民間企業との連携・協力の強化策を検討。また、
専門家の育成や必要な機材の整備を着実に進める施策を検討。

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

○ 防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）の整備 （１３５億円）
・ 防衛省・自衛隊の各部隊等間における確実な指揮命令の伝達と迅速な情報共有を行
うために不可欠な防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）のクローズ系に最新技術を適用し、セ
キュリティの向上を図りつつ、情報共有機能を強化

○ サイバー情報収集装置の整備 （２７億円）
・ サイバー空間における脅威が複雑化・巧妙化している状況の中で、サイバー攻撃の兆候を早

期に察知し、未然防止に資する情報収集装置を整備



③人材育成・確保
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○ 各国との連携の強化 （０.１億円）
・ 日米情報保証実務者定期会議
・ 形態管理調整グループ会議
・ 太平洋通信部長連絡会議
・ サイバー紛争に関する国際会議
・ 日米ＩＴフォーラム

④諸外国及び民間企業等との連携強化

○ サイバー攻撃対処に向けた人材育成の取組 （０.７億円）

・ 国内外の大学院等への留学等
最先端の知識と技術を身につけるための、国内外の大学院等の教育を受講

・ 情報セキュリティ関連機関等への研修等
高度化・複雑化するサイバー攻撃に適切に対処するため、最新の攻撃手法や防御手法に基づ

いた実戦的かつ専門的な高度の技術を習得するため、コンピューターセキュリティ関連研究会
等への参加及び部外委託教育を受講

○ 民間企業等との連携強化 （２億円）
・ 防衛省と防衛産業との間におけるサイバー攻撃対処のための具体的・実効的連携要領の確立等
・ 防衛省と防衛産業によるサイバー攻撃対処に係る情報を、情報の保全性を確保しつつ、迅速か
つ効率的・効果的に共有するための新たな官民情報共有システムの導入

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

②体制の充実・強化

○ 日米連携機能の強化
・ 日米国防当局間で共有するシステムのセキュリティ確保のための体制強化
（サイバー防衛隊（仮称）の自衛官の増員（８名））

○ ネットワークサイバー攻撃対処技術の研究 （８億円）
・ サイバー攻撃の生起時に、ネットワーク内において迅速に経路変更等を行うことにより、重
要通信の経路を確保し、被害拡大を防止するための研究を実施



（５） 大規模災害等への対応

①災害対処拠点となる駐屯地・基地等の機能維持・強化
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②大規模・特殊災害に対応する訓練等の実施

○ 災害時における機能維持・強化のための耐震改修等の促進 （２１４億円）

○ 各種災害等対処訓練の実施

○ 自衛隊統合防災演習の実施

・ 国内の大規模災害発生時に円滑かつ効果的に対処して被害を最小限とするため、自衛隊統

合防災演習を実施し、大規模災害対処に係る自衛隊の統合運用能力の維持・向上を図る

③災害対処に資する装備品の取得等

○ 多用途ヘリコプター（ＵＨー６０ＪＡ）の取得（再掲）

災害対処能力の向上

○ 輸送ヘリコプター（ＣＨー４７ＪＡ）の取得（再掲）

○ 救難ヘリコプター（ＵＨー６０Ｊ）の取得 （３機：１１４億円）

○ ティルトローター機の導入に向けた検討（再掲）

救難ヘリコプター（ＵＨー６０Ｊ）

○ ０７式機動支援橋の取得 （２セット：２３億円） ０７式機動支援橋

○ 汚染物質からの防護

・ 個人用防護装備の取得 （再掲）

・ 化学防護衣の取得 （６９９組：１億円）

○ 汚染物質の除染

新除染セットの開発 （２億円）

核・生物・化学兵器対処に必要な能力の充実

○ 汚染地域で活動するための防疫

天然痘ワクチンの取得 (２００箱：４百万円）

○ 汚染物質の検知・特定

・ ＮＢＣ偵察車の取得 （再掲）

・ 各種線量率計の取得 （１５４式：４億円）

・ ＮＢＣ警報器の取得 （２組：４億円）

○ 輸送ヘリコプター（ＣＨー４７Ｊ）の勢力維持改修（再掲）

○ 輸送機（Ｃ－２）の取得（再掲）

○ 民間輸送力の活用に係る施策の推進（再掲）

γ線用 α・β線用中性子線用

線量率計

部隊が大規模・迅速に展開できるよう必要な輸送力を確保するとともに、演習・訓練の充実を
図り、今後発生が懸念される南海トラフ巨大地震や首都直下型地震等への対応に万全を期す。

新除染セットの運用例（イメージ）

○ 災害派遣等多目的に対応する救難艦の建造（再掲）

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

○ 水陸両用車の参考品購入（再掲）



（６） 統合の強化

①指揮・統制・通信機能の強化
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○ 指揮・統制・通信機能の整備

・ 対空及び火力戦闘指揮統制システムの整備により、南西地域において陸上自衛隊による効果的
な対空戦闘及び対艦戦闘のための海上・航空自衛隊との連携を可能とする

∇ 対空戦闘指揮統制システム※1の取得 （２式６３億円）

∇ 火力戦闘指揮統制システム※2の取得 （３式３７億円）

∇ 火力戦闘指揮統制システムと海上自衛隊指揮統制システムの連接 （０.９億円）

∇ リンク機能の導入に係る調査・研究 （０.３億円）

・ さらに、海上・航空自衛隊等とのリアルタイムによる目標情報等の共有を実現するため、主に
陸上自衛隊ＳＳＭ（地対艦ミサイル）部隊に対するリンク機能の導入に係る調査・研究を実施

指揮統制システムは未だ整備途上であり、陸上自衛隊の戦闘はこれまで多くを音声による情報共
有や指揮統制に依存していたことから、海上・航空自衛隊等と連携した効果的な運用に課題

実効的な統合運用の前提となる指揮・統制・通信の基盤を強化するため、各自衛隊間の通信を充
実するための装備品の整備や通信基盤が脆弱な島嶼部や海外での通信機能の確保について検討。

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

※１ 対空戦闘指揮統制システム

陸上自衛隊の方面隊、師旅団の高射特科部隊等に装備し、目標情報の収集・処理・伝達及び対空

戦闘の指揮統制を迅速・的確に実施するためのシステム

※２ 火力戦闘指揮統制システム

陸上自衛隊の方面隊、師旅団の特科部隊等に装備し、目標情報の収集・処理・伝達及び火力戦闘

の指揮統制を迅速・的確に実施するためのシステム
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・ 陸上自衛隊の指揮統制システムをソフトウェア化し、野外通信システムに搭載することで、
第一線部隊まで戦闘に必要なデータの共有を可能とすることにより、統合強化に向けた基盤を
整備し、あわせて、日米間で秘匿データの交換を可能とする

∇ 野外指揮・通信システム一体化 （８０億円）

指揮統制・通信等整備による連接イメージ
（従前）

指揮統制・通信等整備による連接イメージ
（将来）

空自

海自

陸自

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

○ 日米共同統合演習（キーン・ソード）の実施

・ 我が国防衛のための日米共同対処を円滑に実施するため、我が国周辺海空域及び基地等に

おいて、海上・航空作戦、基地警備、部隊の機動展開等の実動演習を実施し、日米相互の部

隊レベルによる連携要領を維持・向上させる

○ 統合後方補給訓練の実施

・ 統合運用態勢における後方補給能力の向上のため、各種事態における後方補給部隊の活動、

特に自衛隊の後方補給の連携要領及び物品輸送・患者後送要領等に焦点をおいた実動訓練等を

実施

②教育訓練の充実

○ 自衛隊統合防災演習の実施（再掲）

師団等
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（７）情報機能の強化

本年１月に発生した在アルジェリア邦人に対するテロ事件も踏まえ、情報収集体制を強化

○ アフリカ地域等における防衛駐在官の体制の強化
・ 我が国にとって有益な情報が入手可能なアフリカ地域や当該地域と密接な関係を有する

国への防衛駐在官の新規派遣等による体制の強化

○ 防衛政策局調査課に「調査研究室（仮称）」の新設
・ 防衛駐在官を含む人的情報収集機能に関する基本的な政策の企画・立案の体制や防衛駐

在官の支援体制などの強化

○ 防衛駐在官候補者に対する研修の強化
・ 防衛駐在官の情報収集・分析や交渉能力の向上を図るため、防衛駐在官候補者に対する

研修を強化

防衛駐在官を含む人的情報収集機能の強化、地理空間情報を含む収集機能の拡充、分析要員の
確保・育成等の抜本的強化について検討。

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

○ 地理空間情報に関する研究の強化
・ 情報本部において地理空間情報の整備・活用を高度かつ効率的に実施するための研究体

制等を強化

アフリカ地域等への防衛駐在官の新規派遣等（予定）

アルジェリア

エチオピア

ケニア

ジブチ

ナイジェリア

南アフリカ

モロッコ

英国
ドイツ

フランス

新規派遣国

増員

既派遣国

○ 地理空間情報用データ整備の拡充
・ 従来から実施している地理空間情報用データ整備について、特に北アフリカ等のテロ発

生が懸念される地域を中心に拡充

※ 上記のほか、現在、防衛駐在官が派遣されていない中南米地域のブラジルに防衛駐在官を新規派遣（予定）



（８） 宇宙空間の利用の推進
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宇宙関連経費５４４億円

通信衛星スーパーバード

宇宙状況監視システム（イメージ）

宇宙関連施策の推進

宇宙状況監視等に関する取組

○ 宇宙状況監視※システムの導入可能性調査 （０.１億円）

※ 宇宙状況監視 ： 衛星、スペースデブリ等を発見及び識別し、軌道情報を確定してデータベースに登録し管理するとともに、
その情報に基づき監視を行う活動

○ 防衛省・自衛隊の衛星防護の在り方に関する調査研究 （０.２億円）

・ 防衛省・自衛隊の宇宙空間の安定的利用を図るための将来の衛星防護の在り方に関する

調査研究

○ 衛星通信の利用 （２００億円）

・ Ｘバンド衛星通信機能の向上、通信衛星の中継機能の借り上げ等

○ 気象衛星情報の利用 （６百万円）

○ 米空軍宇宙基礎課程への派遣 （９百万円）

○ 商用画像衛星の利用 （８４億円）

・ 画像データの受信等

宇宙状況監視に係る米国等との連携や各種衛星の効果的活用等、C4ISR（※）能力強化のための
宇宙空間利用に向けた検討を深化。
※C4ISR：指揮・統制・通信・コンピューター・情報・警戒監視・偵察。

Ⅰ 南西地域をはじめとする防衛態勢の強化

○ 宇宙を利用したＣ４ＩＳＲの機能強化のための調査・研究 （４億円）
・ 現用Ｘバンド通信衛星（スーパーバードＣ２号機）の後継衛星に関

する技術調査及びＰＦＩ導入可能性調査 （０.６億円）
・ 衛星通信システムの通信妨害対策に関する研究 （０.１億円）

衛星通信システムに影響を与える干渉波の分析方法等に関する調
査研究 等

○ 人工衛星等に対する固定式警戒管制レーダー（ＦＰＳ－５）の探知・追尾能力等の技術的な

検証を実施 （０.５億円）

○ 弾道ミサイル攻撃への対応※ （２５６億円）

※ 宇宙関連部分のみ



米軍の抑止力を維持しつつ、沖縄県を始めとする地元の負担軽減を図るため、在日米軍の兵力態勢
の見直し等についての具体的措置を着実に実施する。

Ⅱ 日米同盟の強化
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（１）地元の負担軽減に資する措置

（２）ＳＡＣＯ関係経費

普天間飛行場

グアム島

○ 在沖米海兵隊のグアム移転

地元の負担軽減に資する措置については、可能な限り早期に事業を実施することが重要との観点から、予

算編成過程における地元や米軍等との調整結果を予算に反映させることが必要であり、今後予算編成過程に

おいて検討し、必要な措置を講ずることとしている

○ 国内での再編関連措置

・ 普天間飛行場の移設

・ 嘉手納飛行場以南の土地の返還

・ 相模総合補給廠の一部返還等

・ 厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐等

・ 嘉手納飛行場等所在米軍機の日本国内及びグアム等への訓練移転

・ 地域振興策（再編交付金等）

○ 日米安全保障協議委員会（「２＋２」）共同文書による変更がないものについては、引き続
きＳＡＣＯ最終報告に盛り込まれた措置を着実に実施

在沖海兵隊のグアム移転に必要な事業への資金拠出等

前年度同額８８９億円仮置き

前年度同額９１億円仮置き



○ 東南アジア諸国を中心とする軍又は関係機関の能力構築支援

の実施

・ 関係国の軍又は関係機関に対し、人道支援・災害救援等の

非伝統的安全保障分野における能力向上や人材育成の促進に

取り組む

アジア太平洋地域における協力の推進とグローバルな安全保障環境の安定化を図るため、人道支援・
災害救援その他の分野における各種協力、二国間及び多国間の対話等を更に推進する。また、大量破
壊兵器や弾道ミサイルの拡散防止、テロ・海賊への対処、国連平和維持活動等の活動に主体的かつ積
極的に対応するため、自衛隊による海外での活動能力の強化等に取り組む。

Ⅲ アジア太平洋地域における協力の推進とグローバルな
安全保障環境の安定化への取組
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○ 日豪、日韓、日印、日米韓、日米豪を始めとする二国間・三国間・

多国間の防衛協力・交流の推進

○ 拡大ＡＳＥＡＮ国防相会議（ＡＤＭＭプラス）の下での取組

・ アジア太平洋地域における唯一の公式な国防担当閣僚会合

であるＡＤＭＭプラスを通じ、地域の防衛・安全保障協力の

強化を積極的に推進

○ パシフィック・パートナーシップ２０１４への参加

・ アジア・太平洋地域内の各国を訪問して、医療活動及

び文化交流等を実施し、各国政府、軍、国際機関及びＮ

ＧＯとの協力を通じて、参加国の連携強化や国際災害救

援活動の円滑化等を図る

第１回ＡＤＭＭプラス人道支援・災害救援（ＨＡＤＲ）・
防衛医学（ＭＭ）実動演習

パシフィック・パートナーシップ

（１） アジア太平洋地域における協力の推進

東ティモールにおける
能力構築支援事業

○ 海上連絡メカニズムの運用を始めとする中国との防衛交流・

協力の推進

○ 外務・防衛閣僚級協議（「２＋２」）の開催等によるロシア

との防衛交流・協力の推進
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Ⅲ アジア太平洋地域における協力の推進とグローバルな安全保障環境の安定化への取組

○ 海水の飲料水化も可能とする浄水濾過システムの取得（陸自）

（３セット：３億円）

○ 国際平和協力活動における円滑な物資輸送のためのＰＬＳ※ トラック

（10ﾄﾝ）の取得（陸自）（１両：１億円）

※ PLS（Palletized Load System）：コンテナを搭載する際に使用するアーム状の器材

（２） グローバルな安全保障環境の安定化への取組

海外での活動能力の強化

○ ソマリア沖・アデン湾における海賊対処行動

・ 護衛艦及びＰ－３Ｃによるソマリア沖・アデン湾における海賊対処行動の継続

○ ＰＳＩ※阻止訓練等への参加

・ 防衛省・自衛隊と関係機関、関係国が協力して大量破壊兵器等の拡散に対処するた

めの能力の維持・向上を図る

※ PSI（Proliferation Security Initiative）：拡散に対する安全保障構想

○ アフリカ諸国のＰＫＯセンターへの講師派遣

・ 自衛隊から講師を派遣し、アフリカ諸国のＰＫＯ要員へ教育を行い、アフリカ諸国

の平和維持活動能力の向上及び地域の安定の維持を図る

国際社会が行う活動への取組

○ 輸送機（Ｃー１３０Ｈ）への航空機衝突防止装置の装備（空自）（２式：１億円）

○ 装輪装甲車（改）の開発 （４７億円）

・ 国際平和協力活動、島嶼部侵攻対処等に伴う各種脅威に対

応するため、９６式装輪装甲車の後継として、被輸送性及び

機動性（悪路走行能力を含む）を有し、防護力等の向上を

図った装輪装甲車（改）を開発

装輪装甲車（改）（イメージ）

海洋安全保障への積極的な取組

○ 米主催国際掃海訓練への参加

・ 掃海及び潜水に関する技量の向上及び参加各国海軍との相互理解の

増進のため、ペルシャ湾において多国間の掃海訓練を実施

○ 国際平和協力活動の実施

・ 国連ＰＫＯ等へ積極的に取り組む

○ 多国間訓練への参加

・ コブラ・ゴールドなどの国連平和維持活動等に関する多国間訓練

海水の飲料水化も可能
とする浄水濾過システム



○ 水陸両用準備隊（仮称）の編成（再掲）（陸自）

南西地域をはじめとする防衛態勢の強化に向け、各種部隊改編関連事業等を実施。

①主な部隊改編関連事業

Ⅳ その他

②機構定員関連事業

（１） 編成・機構定員関連事業
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○ 第１空挺団の改編（陸自）

南西諸島防衛を見据えた実効的な抑止及び対処態勢の構築・強化のため第１空挺団を

複数の正面に対して同時に柔軟な対処が可能な体制へ改編

○ 陸上自衛隊中央輸送業務隊の改編（陸自）

○ 航空自衛隊幹部学校航空研究センター（仮称）の新設（空自）

○ 航空開発実験集団司令部の府中基地への移動（空自）

○ 警戒航空隊の改編（再掲）（空自）

陸自 海自 空自 ３自衛隊計 備考

実員増要求

＋101 ＋212 ＋206 ＋519 陸自の△70は看護学生の身分変
更によるもの。

△70 － － △70

※ 自衛官の定員振替に伴う実員の変動は含まない。

○ 自衛官の実員増要求

・ 南西地域における警戒監視態勢及び実効的な対処能力の充実・強化を図るため自衛官の実員

を増勢し、事態への即応性を向上させる

○ 防衛政策の立案機能強化に向けた組織作り

・ 豪州との防衛協力・交流に関する体制強化のため、防衛政策局国際政策課に「日豪

防衛協力室（仮称）」を新設

・ 人的情報収集機能の向上を図るため、防衛政策局調査課に「調査研究室（仮称）」

を新設（再掲）

・ 海上事案などの各種事態への実効的な対応のため、運用企画局事態対処課の体制を

強化（増員）



Ⅳ その他

（２） 基地対策等の推進

防衛施設と周辺地域との調和を図るため、基地周辺対策を着実に実施するとともに、在日米軍の駐留
を円滑かつ効果的にするための施策を推進する。
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①基地周辺対策経費

②在日米軍駐留経費負担

③施設の借料、補償経費等

１，２３８億円

うち 住 宅 防 音 ： ４４１億円
周辺環境整備： ７９６億円

○ 自衛隊等の行為又は防衛施設の設置・運用により

生ずる障害の防止等に要する経費

・ 飛行場等周辺の住宅防音事業の実施

・ 周辺環境整備事業（河川・道路改修、学校防音等）

の実施

・ 新たに認可外保育施設の防音工事を実施

・ 基地関連市町村から要望の強い特定防衛施設周辺整

備調整交付金事業の実施（公共用施設の整備及び医療

費の助成等のいわゆるソフト事業）

防音建具の取付

防音天井に改造

空調機器の取付

防音壁に改造

【施工の一例】

防音サッシの取付

１，９０７億円

○ 在日米軍の駐留を円滑かつ効果的にするための特別協定等に
よる負担に要する経費

・ 在日米軍従業員の給与及び光熱水料等を負担

・ 提供施設（隊舎、家族住宅等）の整備の実施

・ 在日米軍従業員に対する社会保険料（健康保険、厚生年金

保険等）の事業主負担分等を負担

うち 特別協定 ：１，４０７億円
提供施設の整備 ： ２４７億円
基地従業員対策等： ２５３億円

隊舎

１，３４９億円

○ 防衛施設用地等の借上経費、水面を使用して訓練を行うことによる漁業補償等に要する経費

住宅防音

防音工事実施前

防音工事実施後
防音サッシの取付

空調機器の取付



Ⅳ その他

（３） 教育・研究体制の強化等

防衛研究所、防衛大学校、防衛医科大学校等の教育・研究体制を強化するための施策を実施するとと
もに、職務に専念できる環境を整備する。

①防衛研究所

②防衛大学校

③防衛医科大学校等
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○ 研究交流の充実・強化

・ ミャンマー国防大学との研究交流の強化

・ モンゴル戦略研究所との研究交流の強化

・ サウジアラビア国防大学との研究交流の強化

・ オーストラリア戦略政策研究所との研究交流の強化

・ 積極的な国際交流・情報発信に係る態勢の強化

・ 「東アジア戦略概観」、「中国安全保障レポート」などについて、諸外国の政府関係者、
主要研究機関との意見交換の充実

○ 戦史編さん及び調査研究の集大成

・ 「太平洋戦争史（仮称）第１巻」の刊行

○ 諸外国士官学校への留学の充実

・ 本科学生の語学力の向上、国際感覚の涵養、学生間の信頼醸成を通じた防衛・安全保障

分野での交流促進

・ ブラジル海軍士官学校への留学

○ 教育・研究体制の整備

・ 自衛隊の新たな任務・役割に対応した教育を実施するため、学術と実務の双方に立脚し

た防衛大学校の教育プログラム（危機管理及び安全科学）の内容を拡充

・ 防衛省・自衛隊のサイバー攻撃対処に係る教育体制の整備

○ 看護師養成課程の４年制化

・ 平成２６年４月に防衛医科大学校医学教育部看護学科（仮称）を開講

○ 診療体制の充実強化

・ 防衛医科大学校病院集中治療部の稼働状況を改善するため、看護師の増員による診療体

制の充実強化



Ⅳ その他

29

（４） 人事教育に関する施策

防衛省・自衛隊における国防を担う優秀な人材（自衛官、予備自衛官等）を確保するとともに、精強性
向上を図る観点から、募集、再就職、予備自衛官等の充足その他必要な施策について総合的に検討を
行い、その適正な実施を図る。

募集業務の強化

再就職支援業務の強化

予備自衛官等の充足向上

○ 募集機能の充実・強化 （１億円）

・ 適正な情報発信と時代の変化に応じた募集広報等

スマートフォンを通じた募集対象者に対する効果的な情報発信など、募集機能の

充実・強化

○ 職業訓練及び援護広報の充実・強化 （１億円）

・ 訓練科目の複数取得化等

退職予定自衛官の付加価値向上を図るため、通信教育受講枠数の拡大や女性自衛官
向け科目の設定 等

○ 予備自衛官等制度の広報の充実・強化及び訓練基盤の充実 （０.８億円）

・ 予備自衛官等雇用企業に対する広報活動の拡充

雇用主を対象にしてきた予備自衛官の訓練視察の対象を、職場の中間管理職まで拡大

予備自衛官等が職場内で活用しうる広報リーフレットの作成

・ 被服、装具等の整備

予備自衛官運用の実効性向上を図るため、被服、装具等の整備の推進

①国防を担う優秀な人材を確保するための施策の推進

使命感を醸成し得る礼遇の付与

人事施策

○ 防衛功労章の拡充 （０.７億円）

・ 部隊功績に係る防衛功労章の新設

・ 礼装時の防衛功労章の形状変更

②その他の施策

精強性を確保する観点から、各自衛隊や部隊・職種等の特性等を踏まえつつ、処遇・礼遇

等の改善を含めた人事施策を検討



Ⅳ その他
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（５） 技術研究開発の推進

○ ステルス機等を探知するためのレーダー及び射撃管制

システムの研究 （３７億円）
・ 従来のレーダーでは困難なステルス機等の探知・追

尾を行い、対処するためのレーダー及び射撃管制シス
テムに関する研究を実施

○ 無人潜水ロボット（ＵＵＶ※）の長期間運用を可能とする燃料
電池等の研究 （１２億円）
・ 水中における長期間かつ広範囲での警戒監視・情報収集や、

水中機器等の搬送・敷設といった機能を有し、潜水艦の機能
を補完できるＵＵＶを可能とするため、燃料電池等に関する
研究を実施

※ UUV（Unmanned Underwater Vehicle）

○ 原子力災害等の脅威下において活用可能なロボットの研究 （９億円）

・ 原子力災害等の放射線・生物剤・化学剤の脅威下で、悪天候でも自律的に偵察、物資

輸送を行うとともに、復旧作業等を実施するロボットを実現するための研究を実施

ステルス機等を探知するためのレーダー
及び射撃管制システムの研究（イメージ）

ＵＵＶの長期間運用を可能とする
燃料電池等の研究（イメージ）

原子力災害等の脅威下において活用可能なロボットの研究（イメージ）

ロボット等の無人装備・サイバー・宇宙等を含め将来を見据えた研究開発を実施。

○ ネットワークサイバー攻撃対処技術の研究（再掲）



装備品取得の全般にわたり、更なる合理化・効率化を図るため、各種取組を推進させ、２６年度以降で
約６４０億円の節減を図る。

（１）維持・整備方法の見直し
（３０年度までの５年間で約９０億円の節減）

Ⅴ 効率化への取組

（２）装備品のまとめ買い
（契約ベースで約４４０億円の節減）
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定期整備間隔等の延伸により、維持整備コストの効率化を追求

○ 潜水艦ソーナー用ラバーウィンドウの換装間隔延伸

更新間隔を９年から１２年に延伸することにより、調達数を削減

（３０年度までの節減見込額：４億円）

（２６年度の節減見込額：１.５億円）

○ 艦艇用ガスタービンエンジンの整備間隔延伸

護衛艦の主機等について、定期整備の間隔を延伸

（３０年度までの節減見込額：１６億円）

（試行後の２８年度から実施するため２６年度は節減額なし）

○ 掃海・輸送ヘリ（ＭＣＨー１０１）エンジンのオーバーホール間隔延伸

部品寿命の延長により、エンジンのオーバーホール間隔を延伸

（３０年度までの節減見込額：４億円）

（２６年度は事業がないため節減額なし）

○ 輸送機（Ｃー１３０Ｈ）の定期整備間隔延伸

定期整備の間隔を３６ヶ月間隔から４５ヶ月間隔に延伸

（３０年度までの節減見込額：５２億円）

（２６年度の節減見込額：１９億円）

少量かつ長期間の整備の結果、高価格となっている装備品等について、経費節減効果の見込まれる

ものを単年度にまとめて予算化し、効率化を追求

○ １２式地対艦誘導弾のまとめ買い

１６両：３８０億円→３０２億円

（節減見込額：７８億円）

潜水艦ソーナー用ラバーウィンドウ

掃海・輸送ヘリ（ＭＣＨ-101）

輸送機（Ｃー１３０Ｈ）

１２式地対艦誘導弾

護衛艦
（写真は護衛艦あきづき）



○ 災害派遣等多目的に対応する救難艦の建造にあたって

商船仕様・民生品を活用

（節減見込額：４８億円）

（３）民生品の使用・仕様の見直し
（契約ベースで約110億円の節減）
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○ 戦闘機（Ｆ－２）能力向上レーダーのまとめ買い

３０式：１０５億円→９４億円

（節減見込額：１１億円）

○ たかなみ型護衛艦の短ＳＡＭシステム機能向上用器材のまとめ買い

５隻分の垂直発射装置（ＶＬＳ)の改修器材

５式：６５億円→３８億円

（節減見込額：２６億円）

○ 交戦訓練用装置のまとめ買い

２２式：１３８億円→１２７億円

（節減見込額：１１億円）

費用対効果の観点から、民生品の使用や装備品の仕様の見直しにより、経費節減を追求

○ 港湾電話の民生品による代替

（節減見込額：６億円）

交戦訓練用装置

たかなみ型護衛艦短ＳＡＭ
システム

戦闘機（Ｆ－２）

港湾電話用アンテナ

Ⅴ 効率化への取組

○ Ｐ－３Ｃ搭載レーダーの能力向上にあたってより費用対効果の高い

装置を活用

（節減見込額：４式で１４億円）

固定翼哨戒機（Ｐ－３C）
の能力向上（イメージ）

２６年度潜水艦救難艦
（５，６００ﾄﾝ型）（イメージ）

（注）これらの他にも、陸・海・空で共通で装備しているＵＨ／ＳＨ-６０

ヘリコプター、８９式小銃等の装備品の調達についても、引き続き、

一括した調達による経費の節減を図る。
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（４）装備品等の調達効率化に係る中長期的施策

Ⅴ 効率化への取組

○ ライフサイクルを通じたプロジェクト管理の強化

主要な事業について、プロジェクト・マネージャー（ＰＭ)の下、組織横断的なＩＰＴ（統

合プロジェクトチーム）を設置し、装備品のライフサイクルを通じて、コスト、パフォーマン

ス、スケジュールに関するプロジェクト管理を一元的に実施するための取組

・ ＰＭ／ＩＰＴ体制の常設化を図るため、ＰＭとしてプロジェクト管理を専属的に担当する

要員を配置 （企画官（プロジェクト管理担当）５名）

・ プロジェクト管理に関するＰＭ／ＩＰＴの活動をサポートするため、プロジェクト管理の

ノウハウを有するコンサルタント等の民間能力を活用 （０．８億円）

・ ＰＭ／ＩＰＴに関する人材育成のため、米国国防取得大学においてプロジェクト管理の研

修の受講 （４百万円）

○ 装備調達のコスト見積もり手法の改善

・ 装備品等の予定価格算定等に当って、新たな統計的処理等の手法を用いた装備品等に係る

コストデータの有効活用のための調査研究 （８百万円）

○ 民間能力の有効活用等による装備品の可動率の向上等

装備品等の可動率の維持・向上を図りつつ維持・整備経費を抑制するための方策を検討するた

めの取組

・ 装備品等の可動率の維持・向上のための調査研究 （０．６億円）

・ より高度なＰＢＬ※導入検討のための調査研究 （０．２億円）

※ ＰＢＬ（Performance Based Logistics）：メンテナンスの作業量に応じた対価を支払うのではなく、可動率や安

全性、修理時間の短縮、安定在庫の確保といった装備品のパフォーマンスの達成に対して対価を支払う企業との契

約形態

装備品等の維持・整備経費を抑制するための取組

・ 現用Ｘバンド通信衛星（スーパーバードＣ２号機）の後継衛星に関する技術調査及びＰＦＩ
導入可能性調査（再掲）

・ 機動展開における民間輸送力の活用施策に係る検討（再掲）



■ 我が国を取り巻く安全保障環境の一層の深刻化、東日本大震災等を通じた部隊運用に係

る教訓事項等の認識に加え、ＮＳＣの設置に向けた動きなどの政策的環境も変化。

■ 今般の改革においては、このような状況の変化を踏まえ、これまでの検討において指摘

された事項も十分に考慮し、抜本的な改革を実施。

■ 改革を真に実効的なものとするためには、文官・自衛官双方の意識改革が不可欠。また、

事態対処等の業務の停滞や混乱を招かぬようスムーズに改革を進める必要。このため、

内部部局・各幕僚監部が車の両輪として防衛大臣を補佐する一方、着実かつ段階的に改

革を行い、一連の改革を定着させることが重要。

※ 近年の調達不祥事の問題については、関係委員会等において鋭意検討し、再発防止策を徹底。

改革の基本的考え方改革の基本的考え方

具体的取組（全体像）具体的取組（全体像）

法律を改正し、内部部局に２佐・３佐の自衛官ポストを中心に定員化。統合幕僚監

部・主要部隊にも新たな文官ポストを定員化〔２６年度〕

その後、更に高位級スタッフまで相互配置〔中～長期〕

１．文官・自衛官の相互配置 ～文官と自衛官の垣根を取り払う～

全体最適化のための新たな防衛力整備の業務フローを確立（陸海空個別ではなく統合運

用ニーズの観点から、想定される事態を踏まえ、防衛力の能力評価を一元的に実施し、自

衛隊全体としての防衛力整備の優先事項を明確化）〔２６年度〕

プロジェクト・マネージャー（ＰＭ）を長とする組織横断的な統合プロジェクト・チー

ム（ＩＰＴ）を増設し、装備品等のライフサイクルを通じたプロジェクト管理を強化〔２

６年度～〕

上記のライフサイクルを通じたプロジェクト管理を組織的にも適切に実施でき、防衛力

整備の全体最適化や防衛生産・技術基盤の維持・強化にも寄与するよう、内部部局、各幕

僚監部、技術研究本部及び装備施設本部の装備取得関連部門を今後の検討に応じ統合し、

外局の設置も視野に組織改編を実施。その際、調達の更なる公正性を期するため、監査機

能の強化も検討〔中期〕

２．防衛力整備の全体最適化・装備取得機能の強化 ～部分最適化から全体最適化へ～

防衛省改革とは防衛省改革とは

防衛省・自衛隊の各種不祥事案を契機として開始。不祥事再発防止策はもとより、厳しい

安全保障環境の下、シビリアン・コントロールを貫徹しつつ、自衛隊をより積極的・効率的

に機能させるとの観点から、防衛省の業務や組織の在り方の改革も実施。

平成２５年２月の防衛大臣指示を受け、防衛副大臣を長とする「防衛省改革検討委員会」

にて鋭意検討を実施。

Ⅵ 防衛省改革
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統合運用機能の強化の観点から、内部部局・統合幕僚監部に自衛官・文官を相互に配

置〔２６年度〕（再掲）

実際の部隊運用に関する業務については、運用の迅速性・効率性の向上のため、基本

的に統合幕僚監部に一本化。他方、法令の企画・立案機能等は、引き続き内部部局が所

掌。以上を踏まえ、また、サイバー攻撃対処の強化等の観点から、運用企画局の組織を

見直し〔中期〕

防衛会議の下、関係幹部による事態対処のための効率的な調整組織を構築〔中期〕

東日本大震災への対応の教訓事項等を踏まえ、統合幕僚監部等の機能・役割について

の検証、各自衛隊における効果的な指揮統制の確保（陸上自衛隊の中央指揮組織の設置

等の検討を含む。）の検討を実施（防衛力の在り方等に関する検討などに連携・協力）

〔中～長期〕

３．統合運用機能の強化 ～的確な意思決定をより迅速に～

関係国との協議・対話の強化のため、対外関係業務等を総括整理する防衛審議官を新

設〔２６年度〕

ＮＳＣとの的確な連接を図るため、その活動状況も踏まえ、防衛政策局の戦略立案

機能を強化〔２６年度～〕

危機管理時において一元的に発信すべき情報の集約・発信調整を行う仕組み（報道セ

ンター）を確立〔２６年度〕

戦略的かつ効果的な情報発信を行っていくため、大臣官房報道官・統合幕僚監部報道

官が情報発信の要として機能し得るよう報道組織を見直し〔中期〕

４．政策立案・情報発信機能の強化 ～政策立案・情報発信機能の更なる強化へ～

地元の理解促進や地方公共団体との連絡調整機能を強化するため、地方関連組織（地

方防衛局、地方協力本部、方面総監部、地方総監部等）の在り方について検討（防衛力

の在り方等に関する検討などに連携・協力）〔中～長期〕

対外的に公表されるべきでない情報全般の管理について、管理要領の見直しも含め、

その徹底を図るとともに、漏えい時の調査手法・体制を確立〔２６年度～〕

平素から政務への迅速かつ適切な報告がなされるよう、大臣官房を中心とする政務の

補佐体制を強化〔２６年度〕

５．上記以外の取組
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○ 内部部局における自衛官ポストの定員化（計５６名）

・ 法律を改正し、内部部局に自衛官ポストを定員化

①文官・自衛官の相互配置

（２） 防衛省改革関連の平成26年度概算要求事業

○ 統合幕僚監部及び各自衛隊の主要部隊への新たな文官ポストの定員化（計１７名）

【統合幕僚監部】運用部及び指揮通信システム部に制度専門官（仮称）を新設（計４名）

【陸上自衛隊】各方面総監部に企画調整専門官（仮称）を新設（計５名）

【海上自衛隊】横須賀及び佐世保地方総監部に政策補佐官（仮称）及び企画調整専門官（仮称）を

新設（計４名）

【航空自衛隊】航空総隊司令部及び航空支援集団司令部に政策補佐官（仮称）及び企画調整専門官

（仮称）を新設（計４名）

②防衛審議官（仮称）の新設

③装備品等のライフサイクルの一貫した管理

○ 主要な事業について、プロジェクト・マネージャー（ＰＭ)の下、組織横断的なＩＰＴ（統合プ

ロジェクトチーム）を設置し、装備品のライフサイクルを通じて、コスト、パフォーマンス、スケ

ジュールに関するプロジェクト管理を一元的に実施するための取組

・ ＰＭ／ＩＰＴ体制の常設化を図るため、ＰＭとしてプロジェクト管理を専属的に担当する要員

を配置（企画官（プロジェクト管理担当）５名）（再掲）

⑤情報発信機能強化のための取組

○ 報道センター（仮称）の確立

・ 危機管理時において、防衛省・自衛隊として一元的に発信すべき情報の集約・発信調整を行う

仕組み（報道センター（仮称））を確立するため、関連機材を整備（１百万円）

○ 多様化する安全保障上の課題や飛躍的に増大している対

外関係業務に対応し、防衛大臣を始めとする政務の補佐体

制を万全にすべく、対外関係業務等を総括整理する防衛審

議官（仮称）を新設

⑥大臣官房の総合調整機能の強化

大 臣

副 大 臣

大臣政務官大臣補佐官

事務次官

防衛審議官（仮称）

内部部局 各幕僚監部等

防衛審議官（仮称）の新設

○ 企画調整室（仮称）の新設

・ 政務の補佐体制を強化するため、大臣官房文書課に「企画調整室」（仮称）を新設

④防衛政策局の戦略立案機能の強化

○ 国家安全保障会議との連接

・ 今後設立される国家安全保障会議と適切な連接を図るための体制強化（増員）

○ 日豪防衛協力室（仮称）の新設

・ 豪州との防衛協力・交流に関する体制強化のため、防衛政策局国際政策課に「日豪防衛協力室

（仮称）」を新設（再掲）
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主 要 な 装 備 品 等
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区 分
25年度

調達数量

26年度

調達数量
金 額

(億円)

航

空

機

陸

自

多用途ヘリコプター（UH-60JA） 1機 1機 38

輸送ヘリコプター（CH-47JA） － 2機 114

戦闘ヘリコプター（AH-64D） 1機 － －

連絡偵察機（LR-2) － 1機 18

輸送ヘリコプター（CH-47J）の勢力維持改修 (1機) (1機) 35

海

自

固定翼哨戒機（P-1） 2機 4機 773 (10)

哨戒ヘリコプター（SH-60K） － 4機 256 (9)

救難飛行艇（US-2） 1機 － －

初等練習機（T-5） 3機 － －

練習ヘリコプター（TH-135） 3機 2機 12

固定翼哨戒機（P-3C）の機齢延伸 (2機) (3機) 15 (0.7)

哨戒ヘリコプター（SH-60J）の機齢延伸 (2機) (2機) 11

固定翼哨戒機(P-3C)搭載レーダーの能力向上 － 4式 8 (5)

固定翼哨戒機(P-3C)赤外線探知装置の能力向上 － 4式 3

空

自

次期戦闘機 (F-35A) 2機 4機 693 (560)

戦闘機（F-15）近代化改修 (6機) (12機) 150

戦闘機（F-15）自己防御能力の向上 － (1機) 25

戦闘機（F-15）NVG搭載改修 － (1機) 0.8 (12)

戦闘機（F-2）空対空戦闘能力の向上
改修 (12機)

(－)

(12機)

(30式)
132

部品

戦闘機（F-2）へのJDAM機能の付加 (11機) (4機) 11

戦闘機（F-2）へのターゲティング・ポッド搭載試改修 － (1機) 67

輸送機(C-2) － 3機 603 (3)

救難ヘリコプター（UH-60J） － 3機 114 (4)

早期警戒管制機（E-767）の能力向上
改修 (－)

(1式)

(－)

(1式)
136

部品

艦

船

海

自

護衛艦（DD） 1隻 1隻 733 (18)

潜水艦（SS） 1隻 1隻 513 (6)

掃海艦（MSO） 1隻 1隻 174 (11)

潜水艦救難艦（ASR) － 1隻 508 (25)

はつゆき型護衛艦等の艦齢延伸
工事 (－)

(3隻)

(1隻)

(4隻)
6

部品

あさぎり型護衛艦の艦齢延伸
工事 (2隻)

(4隻)

(2隻)

(3隻)
41

部品

あぶくま型護衛艦の艦齢延伸
工事 (－)

(4隻)

(2隻)

(4隻)
27

部品

はたかぜ型護衛艦の艦齢延伸
工事 (－)

(1隻)

(1隻)

(－)
27

部品

おやしお型潜水艦の艦齢延伸
工事 (2隻)

(1隻)

(1隻)

(2隻)
6

部品

とわだ型補給艦の艦齢延伸
工事 (－)

(2隻)

(2隻)

(2隻)
25

部品

たかなみ型護衛艦の短SAMｼｽﾃﾑの機能向上
工事 (ー)

(ー)

(ー)

(5隻)
38

部品

エアクッション艇の艦齢延伸
工事 (2隻)

(－)

(－)

(2隻)
3

部品

１ 主 要 な 装 備 品
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注１： ２５年度調達数量は、当初予算の数量を示す。

注２： 金額は、装備品等の製造等に要する初度費を除く金額を表示している。初度費は、金額欄に（ ）で記載（外数）。

注３： 調達数量は、２６年度に新たに契約する数量を示す。(取得までに要する期間は装備品によって異なり、２年から５年の間）

注４： 調達数量欄の（ ）は、既就役装備品の改善に係る数量を示す。

注５： 戦闘機（F-2）空対空戦闘能力の向上及び早期警戒管制機（E-767）の能力向上の調達数量については、上段が既就役装備品の改修

役務の数量を、下段が能力向上に必要な部品等の数量を示しており、早期警戒管制機（E-767）の能力向上の２６年度調達数量の１

式は４機分の能力向上に必要な部品等の一部を示す。また、艦齢延伸等に係る措置の調達数量については、上段が艦齢延伸等工事の

隻数を、下段が艦齢延伸等に伴う部品の調達数量を示す。

注６： イージス艦の能力向上の２６年度調達数量については、平成２４年度から実施している「あたご」型護衛艦２隻のBMD艦化改修に

かかる部品等の調達数量を示す。

区 分
25年度

調達数量

26年度

調達数量
金 額

(億円)

誘

導

弾

陸

自

03式中距離地対空誘導弾 － 1個中隊 171 (21)

11式短距離地対空誘導弾 － 2式 71 (18)

93式近距離地対空誘導弾 － 3ｾｯﾄ 25 (6)

中距離多目的誘導弾 11ｾｯﾄ 18ｾｯﾄ 71

12式地対艦誘導弾 4両 16両 302
空
自 基地防空用地対空誘導弾 － ー 7

火

器
・
車

両

等

陸

自

9mm拳銃 90丁 － －

89式小銃 6,949丁 6,726丁 18

対人狙撃銃 75丁 50丁 0.4

5.56mm機関銃MINIMI 188丁 170丁 4

12.7mm重機関銃 114丁 122丁 7

60mm迫撃砲(B) － 12門 0.2

84mm無反動砲（B） 17門 51門 4

81mm迫撃砲 L16 5門 1門 0.1

120mm迫撃砲 RT 2門 1門 0.4

99式自走155mmりゅう弾砲 6両 6両 58

10式戦車 14両 13両 131

軽装甲機動車 44両 64両 21

96式装輪装甲車 11両 21両 26

87式偵察警戒車 1両 1両 3

NBC偵察車 2両 1両 7

車両、通信器材、施設器材 等 496億円 － 720 (19)
空

自
軽装甲機動車 1両 1両 0.4

Ｂ
Ｍ
Ｄ

海

自
イージス艦の能力向上 （2隻分） （2隻分） 102
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２ 主 な 研 究 開 発

40

項 目 名 概 要
２６年度
金額

（億円）

新

規

装輪装甲車（改）の開発

国際平和協力活動,島嶼部侵攻対処等に伴う各種脅威に対
応するため、９６式装輪装甲車の後継として、被輸送性
及び機動性（悪路走行能力を含む）を有し、防護力等の
向上を図った装輪装甲車（改）を開発。

47

野外指揮・通信システム
一体化

陸上自衛隊の指揮統制システムをソフトウェア化し、野
外通信システムに搭載することで、第一線部隊まで戦闘
に必要なデータの共有を可能とすることにより、統合強
化に向けた基盤を整備し、あわせて、日米間で秘匿デー
タの交換を可能とする。

80

ネットワークサイバー攻
撃対処技術の研究

サイバー攻撃の生起時に、ネットワーク内において迅速
に経路変更等を行うことにより、重要通信の経路を確保
し、被害拡大を防止するための研究を実施。

8

無人潜水ロボット（ＵＵＶ）の
長期間運用を可能とする
燃料電池等の研究

水中における長期間かつ広範囲での警戒監視・情報収集
や、水中機器等の搬送・敷設といった機能を有し、潜水
艦の機能を補完できるＵＵＶを可能とするため、燃料電
池等に関する研究を実施。

12

原子力災害等の脅威下に
おいて活用可能なロボッ
トの研究

原子力災害等の放射線・生物剤・化学剤の脅威下で、悪
天候でも自律的に偵察、物資輸送を行うとともに、復旧
作業等を実施するロボットを実現するための研究を実施。

9

ステルス機等を探知する
ためのレーダー及び射撃
管制システムの研究

従来のレーダーでは困難なステルス機等の探知・追尾を
行い、対処するためのレーダー及び射撃管制システムに
関する研究を実施。

37

軽量化機体構造の研究

将来の戦闘機の軽量化のために、高精度な構造解析技術
を取得し、軽量化に伴う強度リスクを局限するとともに、
一体化・ファスナレス構造等を用いた機体構造軽量化に
関する研究を実施。

2１

継

続

新空対艦誘導弾（ＸＡＳ
Ｍ－３）の開発

高性能な対空火器が搭載されている敵戦闘艦艇に対して、
より効果的な対処を可能とするために使用する新空対艦
誘導弾（ＸＡＳＭ－３）の開発を実施。

20

戦闘機用エンジン要素に
関する研究

機体規模が大型化傾向にある将来の戦闘機において、ス
テルス性及び高高度／高速戦闘能力を確保するために必
要となるスリム化と大推力化を両立させた戦闘機用エン
ジン要素に関する研究を実施。
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注２： 各年度の合計欄の下段（ ）内は、即応予備自衛官の員数を含んだ数字である。

● 自衛官定数等の変更
（単位：人）

● 自衛官の年間平均人員 （単位：人）

陸上自衛隊 海上自衛隊 航空自衛隊 計

予 備 自 衛 官 46,000 1,100 800 47,900

● 予備自衛官の員数 （単位：人）

● 陸自予備自衛官補の員数 （単位：人）

２５年度末 ２６年度末 増△減

予 備 自 衛 官 補 4,600 4,600 0

注１： 各年度末の定数は予算上の数字である。

陸上自衛隊 海上自衛隊 航空自衛隊

年 間 平 均 人 員 140,053 42,041 43,300

● 事務官等定員の変更 （単位：人）

２５年度末 ２６年度末 増△減

陸 上 自 衛 隊 159,238 159,264 26

常 備 自 衛 官 151,063 151,089 26

即 応 予 備 自 衛 官 8,175 8,175 0

海 上 自 衛 隊 45,517 45,530 13

航 空 自 衛 隊 47,097 47,133 36

共 同 の 部 隊 1,227 1,261 34

統 合 幕 僚 監 部 361 374 13

情 報 本 部 1,907 1,919 12

内 部 部 局 ー 56 56

合 計
247,172 247,362 190

(255,347) （255,537) (190)

２５年度 ２６年度 備 考

増 員 316 377

合 理 化 計 画 ▲488 ▲347

追 加 合 理 化 【▲91】

そ の 他 の 合 理 化 等 ▲17 ▲10

合 計
▲189

【▲280】
20

年 度 末 定 員 21,435 21,455

３ 定 員 数 の 変 更

41

注１： 大臣、副大臣、大臣政務官（２名）を含む。
注２： ２５年度における追加合理化【▲91】については、採用抑制を反映した合理化減であり、

全省庁共通の取組として２６年度の定員合理化分の一部を前倒しして実施したものである。
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余 白



防 衛 関 係 費
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平成２５年度

予 算 額

平成２６年度

概 算 要 求 額
対前年度

増△減額

対前年度

増△減額

防衛関係費 ４６，８０４
（４７，５３８）

３５１[０．８]
（４００[０．８]）

４８，１９４
（４８，９２８）

１，３９０[３．０]
（１，３９０[２．９]）

人件・糧食費 １９，８９６ △８０６[△３．９] ２０，９５３ １，０５７[５．３]

物件費 ２６，９０８
（２７，６４２）

１,１５７[４．５]
（１，２０６[４．６]）

２７，２４０
（２７，９７５）

３３３[１．２]
（３３３[１．２]）

歳出化経費 １６，６１２
（１７，１４９）

２９８[１．８]
（４９４[３．０]）

１７，２５０
（１７，７８６）

６３７[３．８]
（６３７[３．７]）

一般物件費
（活動経費）

１０，２９６
（１０，４９３）

８５９[９．１]
（７１２[７．３]）

９，９９１
（１０，１８９）

△３０５[△３．０]
（△３０５[△２．９]）

【 歳出予算 （三分類） 】 （単位：億円）

平成２５年度
予 算 額

平成２６年度
概 算 要 求 額

対前年度
増△減額

対前年度
増△減額

新規後年度負担 １６，５１７
（１７，２９９）

△１５５[△０．９]
（４６[０．３]）

２１，２１３
（２１，９９５）

４，６９６[２８．４]
（４，６９６[２７．１]）

（単位：億円）【 新規後年度負担 】

(説明)
１．[ ]は対前年度伸率（％）である。
２．計数については、四捨五入によっているので計と符合しないことがある(以下同じ)。
３．上段はSACO関係経費及び米軍再編関係費のうち地元負担軽減分を除いたもの、下段（）内は含んだものである。

総額におけるその金額は、SACO関係経費として、
平成25年度： 88億円 平成26年度概算要求： 88億円（前年度同額で仮置き）

米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として、
平成25年度：646億円 平成26年度概算要求：646億円（前年度同額で仮置き）

４．自衛隊札幌病院の建替えに係る経費として、平成25年度には、歳出予算6億円、新規後年度負担額1億円、平成
26年度には、歳出予算10億円の財務本省計上分を含む。

５．平成25年度一般物件費には、東日本大震災復興特別会計への繰入れに必要な経費 689億円を含むが、平成26年
度には含んでいない。

６．平成26年度の為替レートは、1ドル＝96円である。
７．「政府専用機に関する対応方針について」（平成25年8月7日政府専用機検討委員会決定）に基づく新たな政府

専用機導入に伴う経費の取扱いについては、予算編成過程において検討するとされていることから、事項要求と
する。

(説明)
１．[ ]は対前年度伸率（％）である。
２．上段はSACO関係経費及び米軍再編関係費のうち地元負担軽減分を除いたもの、下段（）内は含んだものである。
その金額は、SACO関係経費として、

平成25年度： 42億円 平成26年度概算要求： 42億円（前年度同額で仮置き）
米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として、

平成25年度：740億円 平成26年度概算要求：740億円（前年度同額で仮置き）
３．平成２５年度予算額における対前年度増減額は、平成24年度予算額中Ｘバンド衛星通信の整備・運営事業に係
る経費1,224億円を除いたものである。

１ 防 衛 関 係 費 全 般
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１ 防衛関係費全般

（歳出年度）

防衛関係費の構造

23年度の契約

24年度の契約

25年度の契約

26年度の契約

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

人件・糧食費
隊員の給与、退職金、営内で
の食事などに係る経費

物件費（事業費）
装備品の調達・修理・装備、油
の購入、隊員の教育訓練、施設
整備、光熱水料等の営舎費、技
術研究開発、基地周辺対策や在
日米軍駐留経費等の基地対策経
費などに係る経費

歳出化経費
２５年度以前の契約に基づき、
２６年度に支払われる経費

一般物件費（活動経費）
２６年度の契約に基づき、
２６年度に支払われる経費

20,953
億円

17,250
億円

9,991
億円

21,213
億円

歳出予算 48,194億円
【人件・糧食費＋歳出化経費＋一般物件費】

22年度の契約

物件費（契約ベース）
３１,２０４億円

【一般物件費＋新規後年度負担】

（注）１．ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。
２．本図は概念図であり、グラフの長短と実際のデータが必ずしも一致するわけではない。

新規後年度負担
特に艦船や航空機等の主要な装備の調達、

格納庫・隊舎等の建設など、完成までに

複数年度を要する事業について、将来の

一定時期（原則５年以内）に支払うこと

を約束した契約に基づき、２７年度以降

に支払われる経費
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（単位：億円）【 物件費（事業費）の内訳と分類 】

(説明)
○歳出ベース： 装備品の取得や施設整備などの事業について、当該年度に支払われる額の合
計。つまり、２６年度の契約に基づき、２６年度に支払われる経費（一般物件費）と、２５年
度以前の契約に基づき、２６年度に支払われる経費（歳出化経費）の合計をいう。会計年度独
立を原則とする政府の歳出予算全体に防衛関係費が占める割合などを把握する上で有益な視点。

○契約ベース： 装備品の取得や施設整備などの事業について、当該年度に結ぶ契約額の合計。
つまり、２６年度の契約に基づき、２６年度に支払われる経費と、２７年度以降に支払われる
経費（新規後年度負担額）の合計をいう。防衛力整備に関する各年度の事業について、各事業
単位で経費の総額などを把握する上で有益な視点。

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

契約 納入
↓ ↓ ↓ ↓

一部支払 一部支払 一部支払 残額支払
(10億円) (10億円) (20億円) (60億円)

一般物件費 歳出化経費 歳出化経費 歳出化経費

後年度負担額(90億円)

契約額(100億円)

後年度負担の考え方

平成２６年度 歳出ベース 契約ベース

物件費（事業費） ２７，２４０ ３１，２０４

歳出化経費 １７，２５０

一般物件費（活動経費） ９，９９１ ９，９９１

新規後年度負担 ２１，２１３

防衛力整備においては、艦船や航空機等の主要な装備の調達、また、格納庫・隊舎等の
建設など、複数年度を要するものが多い。このため、複数年度に及ぶ契約（原則５年以
内）を行い、将来の一定時期に支払うことを契約時にあらかじめ国が約束をする。
後年度負担額とは、このような複数年度に及ぶ契約に基づき、契約の翌年度以降に支払

う金額をいう。

（例） １００億円の装備を４年間に及ぶ契約で調達する場合

２ 物 件 費 （ 事 業 費 ） の 内 訳
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項 目 平 成 ２ ５ 年 度

予 算 額

平 成 ２ ６ 年 度

概 算 要 求 額

対前年度

増△減額

維持費等

・油購入費

・修理費

・教育訓練費

・医療費等

・営舎費等（光熱水料、燃料費等）

４，０８４

９９９

１，６１９

２７２

２５３

９４２

４，４６７

１，１９３

１，７１６

３００

２６０

９９９

３８３

１９４

９７

２８

７

５６

基地対策経費等

・住宅防音、周辺環境整備

・在日米軍駐留経費負担

・施設の借料、補償経費等

４，００９

１，００１

１，６９１

１，３１７

４，０８４

１，０１９

１，７２６

１，３３９

７４

１７

３５

２２

研究開発費 ２７５ ２９８ ２３

装備品等購入費等 ４１１ ２５９ △１５３

施設整備費等 １８４ ２４６ ６２

その他（電子計算機等借料等） １，３３２ ６３７ △６９５

合 計 １０，２９６ ９，９９１ △３０５

（注）１．ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。
２．平成25年度のその他には、東日本大震災復興特別会計への繰入れに必要な経費689億円を含むが、平成26年度
には含んでいない。

（単位：億円）

一般物件費（活動経費）の内訳

一般物件費

２６年度概算要求額

9,991億円

維持費等

4,467

〔44.7〕

基地対策経費等

4,084

〔40.9〕

単位：億円、％
［ ］：構成比

研究開発費

298〔3.0〕

装備品等購入費等

259〔2.6〕

施設整備費等 246〔2.5〕
その他 637〔6.4〕

２ 物件費（事業費）の内訳
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（単位：億円）

単位：億円、％
［ ］：構成比

歳出化経費

２６年度概算要求額

17,250億円

維持費等

7,146

〔41.4〕

基地対策経費等 368〔2.1〕

研究開発費 1,200〔7.0〕

装備品等購入費

4,693

〔27.2〕

施設整備費等 742〔4.3〕

その他 138〔0.8〕

歳出化経費の内訳

２ 物件費（事業費）の内訳

項 目 平 成 ２ ５ 年 度
予 算 額

平 成 ２ ６ 年 度
概 算 要 求 額

対前年度
増△減額

維持費等 ７，０４９ ７，１４６ ９７

修理費 ６，７０８ ６，７９６ ８８

教育訓練費等 ３４１ ３４９ ９

基地対策経費等 ３７２ ３６８ △４

研究開発費 １，２６７ １，２００ △６７

装備品等購入費 ４，４２６ ４，６９３ ２６７

航空機購入費 １，０７７ １，７０９ ６３２

艦船建造費等 １，５２８ １，２５３ △２７５

施設整備費等 ７６６ ７４２ △２４

その他（電子計算機等借料等） １２７ １３８ １１

合 計 １６，６１２ １７，２５０ ６３７

（注）ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。

艦船建造費等

1,253〔7.3〕

航空機購入費

1,709〔9.9〕
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（単位：億円）

２ 物件費（事業費）の内訳

物件費（契約ベース）の内訳

物件費（契約ベース）

２６年度概算要求額

31,204億円

維持費等

12,379

〔39.7〕

基地対策経費等

4,494〔14.4〕

単位：億円、％
［ ］：構成比

研究開発費

1,485〔4.8〕

艦船建造費等

2,027〔6.5〕

施設整備費等

1,213〔3.9〕

その他 801〔2.6〕

装備品等購入費

5,421

〔17.4〕

航空機購入費

3,384

〔10.8〕

項 目 平 成 ２ ５ 年 度
予 算 額

平 成 ２ ６ 年 度
概 算 要 求 額

対前年度
増△減額

維持費等 １１，３１３ １２，３７９ １，０６６

油購入費 ９９９ １，１９３ １９４

修理費 ８，５２８ ９，０５２ ５２３

教育訓練費等 １，７８６ ２，１３４ ３４９

基地対策経費等 ４，４０５ ４，４９４ ８９

研究開発費 １，３０９ １，４８５ １７６

装備品等購入費 ３，７６９ ５，４２１ １，６５２

航空機購入費 １，９９２ ３，３８４ １，３９３

艦船建造費等 １，５２３ ２，０２７ ５０５

施設整備費等 １，０４３ １，２１３ １７０

その他（電子計算機等借料等） １，４６０ ８０１ △６５９

合 計 ２６，８１３ ３１，２０４ ４，３９１

（注）１．ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。
２．平成25年度のその他には、東日本大震災復興特別会計への繰入れに必要な経費689億円を含むが、平成26年度
には含んでいない。
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伸率の推移

総額の推移

（参考）

（参考）防衛関係費の推移等

（注）１．上記は、歳出ベースである。
２．ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。
３．安全保障会議の経費については、平成20年度よりその他事項経費として組替え要求しており、それ

以前の防衛関係費についても比較対象のため除いた金額としている。

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

伸率 0.0 0.3 0.0 △0.3 △1.0 △1.0 △0.8 △0.2

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
平成２６年度
概算要求

伸率 △0.8 △0.8 △0.4 △0.4 △0.4 0.8 3.0

49,215
49,385

49,392
49,262

48,760

48,297

47,903 47,815

47,426

47,028
46,826

46,625

46,453

46,804

48,194

45,000

46,000

47,000

48,000

49,000

50,000

（億円）
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平成25年度

三分類の推移

[  ] ：歳出予算の構成比（％）
｛ ｝：対前年度増△減額
《 》：繰延べ

億円

平成22年度 平成23年度

[35.8]
17,250
｛637｝
《－》

[20.7]
9,991

｛△305｝

48,194
{1,390}

平成24年度

[43.5]
20,953

｛1,057｝

[19.7]
9,225

｛△119｝

46,826
{△202}

[35.8]
16,750

｛△160｝
《235》

[44.5]
20,850
｛78｝

46,625
{△201}

[20.1]
9,388

｛163｝

[35.0]
16,321

｛△429｝
《191》

[44.9]
20,916
｛66｝

平成26年度
概算要求額

46,804
{351}

[20.3]
9,437
｛49｝

[35.1]
16,315
｛△6｝
《187》

[44.6]
20,701

｛△215｝

（参考）

歳出化経費

一般物件費

人件・糧食費

[42.5]
19,896

｛△806｝

[35.5]
16,612
｛298｝
《－》

[22.0]
10,296
｛859｝

46,453
{△172}

（注）１．ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。
２．平成25年度一般物件費には、東日本大震災復興特別会計への繰入れに必要な経費689億円を含むが、平成26年度
には含んでいない。
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機関別内訳

（注）ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。

（単位：億円、％）

区 分
平成２５年度
予 算 額

平成２６年度
概算要求額

増△減額 伸 率

防 衛 関 係 費 ４６，８０４ ４８，１９４ １，３９０ ３．０

防 衛 省 ４６，７９８ ４８，１８３ １，３８５ ３．０

（防 衛 本 省） ４６，６２４ ４７，９９０ １，３６７ ２．９

陸 上 自 衛 隊 １６，９２９ １７，７２９ ８０１ ４．７

海 上 自 衛 隊 １１，１９０ １１，４６２ ２７１ ２．４

航 空 自 衛 隊 １０，２３４ １０，９４７ ７１３ ７．０

小 計 ３８，３５３ ４０，１３８ １，７８５ ４．７

内 部 部 局 ４，７３９ ４，８２７ ８８ １．９

統 合 幕 僚 監 部 ２４１ ２７７ ３６ １５．０

情 報 本 部 ５０３ ６５４ １５０ ２９．９

防 衛 大 学 校 １４２ １４５ ４ ２．８

防衛医科大学校 ２３３ ２４８ １５ ６．３

防 衛 研 究 所 ２０ ２６ ６ ３２．８

技 術 研 究 本 部 １，６３６ １，５９９ △３６ △２．２

装 備 施 設 本 部 ６３ ７０ ７ １１．１

防 衛 監 察 本 部 ４ ５ １ １１．４

小 計 ７，５８１ ７，８５２ ２７１ ３．６

東日本大震災復興
特別会計へ繰入

（地 方 防 衛 局）

６８９

１７４

－

１９３

△６８９

１９

皆減

１０．９

財 務 省

（財 務 本 省） ６ １０ ５ ７７．８

（参考）
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基地対策等の推進

（単位：億円、％）

（参考）

（注）計数は歳出ベースであり、< >内は契約ベースである。

平成25年度 平成26年度 対 前 年 度 対前年度

予 算 額 概算要求額 増 △ 減 額 伸　　率

< 4,405 > < 4,494 > < 89 > < 2.0 >
4,381 4,452 71 1.6

< 1,211 > < 1,238 > < 27 > < 2.2 >

(1) 1,200 1,230 30 2.5

< 428 > < 441 > < 13 > < 3.1 >
428 438 10 2.4

< 783 > < 796 > < 13 > < 1.7 >  生活環境施設等の整備の助成等

772 792 20 2.6

< 1,864 > < 1,907 > < 43 > < 2.3 >
(2) 1,860 1,873 13 0.7

1,398 1,407 9 0.6

労 務 費 1,144 1,153 8 0.7

光 熱 水 料 等 249 249 0 0.0

訓 練 移 転 費 4 5 0 11.1

< 213 > < 247 > < 34 > < 15.9 >
209 213 4 1.7

253 253 0 0.1  社会保険料事業主負担分等

< 1,330 > < 1,349 > < 19 > < 1.4 >
(3) 1,321 1,349 28 2.1

区　　　　　　　分 備　　　　考

基 地 対 策 等 の 推 進

基 地 周 辺 対 策 経 費

 飛行場等周辺の住宅防音工事の

 助成住 宅 防 音

周 辺 環 境 整 備 　（河川・道路改修、学校防音等の
　　整備）

在日米軍駐留経費負担

特 別 協 定

 在日米軍に勤務する従業員の

 給与費の負担

 在日米軍施設で使用する光熱

 水料等の負担

 硫黄島での米空母艦載機着陸

 訓練に伴う経費の負担

 在日米軍施設（隊舎、家族住宅

等）の整備提 供 施 設 の 整 備

基 地 従 業 員 対 策 等

施設の借料、補償経費等  防衛施設用地等の借上げ及び

 漁業補償等
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